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長野県ものづくり産業振興戦略プランの取組状況 

（平成 24 年４月～平成 28 年９月末） 

 

 目指すべき方向                                  

未来を拓く次世代産業の創出 

有望な分野・市場への展開を重点的に進める 

【目指す分野】健康・医療、環境・エネルギー、次世代交通 

【目指す市場】アジア新興国市場、先進国の需要が拡大する市場 

 目標値                                      

目指すべき方向として掲げている「次世代産業の創出」に向けて、産学官が一体となっ

て重点プロジェクトに取り組むとともに、県内各地において、企業、市町村、商工支援機

関、金融機関などが様々な取組を行うことを前提として、旗印として全体が共有できる

ものを掲げている。 

（１）製造業の付加価値額 2.5 兆円の達成（目標設定時：2.23 兆円（平成 22 年）） 

＜設定理由＞ 

リーマン・ショック前を超える水準まで戻すことが、県内経済の活性化を進め

る上での目標になるため。 

（２）有効求人倍率 1.0 倍以上の達成（目標設定時：0.72 倍（平成 23 年平均）） 

＜設定理由＞ 

求人数が、仕事を求めている人の数を上回ることが、県民を元気づける上での

一つの目標になるため。 

（３）工場立地件数 200 件（５年間累計）の達成（目標設定時：30 件／年（平成 22 年）） 

＜設定理由＞ 

年間 40 件の水準まで回復することを目指して、５年間の累計目標として、200

件を目標値として設定した。 

 「未来を拓く次世代産業の創出」の実現に向けた取組                 

目指すべき方向である「成長期待分野」、「有望市場」への展開を進め、「未来を拓く次

世代産業の創出」を実現するため、以下の４つの「基本戦略」、12 の「重点プロジェクト」

に取り組んでいる。 

【基本戦略】 

（１）成長産業創出戦略 

・成長期待分野の研究開発の促進 

・高付加価値部門（素材･開発､サービス）への展開 

・重層的な企業群の形成（中核企業･ベンチャー企業の育成、国･市町村との連携） 

（２）有望市場開拓戦略 

・アジア新興国など有望市場への提案機会の拡大 

・提案力・ブランド力の強化による販路開拓 

（３）人材育成･確保戦略 

・新たな産業展開を担う人材の育成･ 確保 
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・グローバル人材・専門人材の獲得 

・産業競争力を向上させる労働環境の整備 

（４）次世代産業集積戦略 

・県内への産業誘致 

・県内企業の流出抑制 

・ネットワークの構築  

【重点プロジェクト】 

（１）国際的産学官連携による次世代リーディング産業の創出支援  

（２）研究開発型企業への転換支援 

（３）地域資源を活用した高付加価値産業の集積  

（４）ＩＣＴ（情報通信技術）産業の振興 

（５）中核的な企業の育成  

（６）創業サポートの強化 

（７）次世代産業集積の強化推進 

（８）中小企業が取り組む国際展開の支援 

（９）国内におけるビジネスマッチング（販路開拓）の強化  

（10）高度技能人材の育成、キャリア形成の支援  

（11）Ｕ･Ｉターンの戦略的な実施（技術系人材や成長関連分野の人材の獲得） 

（12）女性や高齢者など潜在的な労働力を十分に活用できるシステムの構築（成長を支

える安定した労働力の確保） 

 取組状況                                     

（１）目標値の達成状況 

項 目 基準値 H24 年 H25 年 H26 年 H27 年 H28 年 目標値 

製造業の 

付加価値額（兆円） 
2.23 

（H22 年） 
1.83 1.83 1.96 － －  2.5 兆円 

有効求人倍率（倍） 
0.72 

（H23 年平均） 
0.81 0.87 1.09 1.25 － 1.0 倍以上 

工場立地件数（件） 
30 件／年 
（H22 年） 

37 
82 

[45]※ 
152 
[70] 

178 
[26] 

－ 200 件 
（５年間累計） 

※：[ ]内は単年の工場立地件数 

①製造業の付加価値額 

電子産業の付加価値額の減少等により基準値を下回っているものの、平成 26 年の

実績値は、情報産業等の増加により、前年に比べ 1,265 億円の増加となっている。 

②有効求人倍率 

順調に推移している。 

ただし、平成 28 年８月の正社員有効求人倍率は 0.85 倍となっている。 

③工場立地件数 

順調に推移している。 

ただし、平成 26 年までは太陽光発電施設の立地件数が含まれている。 
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 取組状況に関する全般的な課題                               

取組状況を取りまとめる中で得られた、全般的な課題は以下のとおり。 

（１）現行プランで設定している目標値（「製造業の付加価値額」、「有効求人倍率」、「工

場立地件数」）については、国内外の経済情勢等の影響を受けるものであり、ま

た、県の取組のみで達成できるものではないため、真の意味での県の取組を評価

することはできなかった。 

（２）重点プロジェクトについては、「次世代産業集積の強化推進」以外は、プロジェ

クトとしての数値目標を設定していなかったことから、プロジェクトを推進す

るために実施した個別事業については定量的な評価ができたものの、プロジェ

クト全体としては定性的な評価に止まった。 

（３）事業の実施状況（＝イベントの実施回数や支援の件数等）を成果として捉える傾

向があり、本来の成果（＝アウトカム）が捉えられていないものが一部にある。 

（４）「研究開発支援により、製品化して売上につながるまでには相当期間を要する」

など、産業振興にはある程度期間が必要な場合があり、５年間の計画期間内に実

現可能な目標値をどのように設定すべきか。 

 全般的な課題に対する今後の方向性                                  

上記のとおり、目標値や成果の捉え方等に関する課題が得られたことから、今後次期

計画を検討する中で、以下について検討していく。 

（１）県が実施した事業の成果が直接現れる指標を目標値として設定できないか。 

（２）個別のプロジェクト別に目標値を設定できないか。 

（３）本来の成果（＝アウトカム）を捉えることができる指標を目標値として設定でき

ないか。 

（４）研究開発支援など、成果につながるまでに相当期間を要する事業については、ど

のように目標値を設定すべきか。 


